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１．貿易委員会の設立から現在に至る
までの経緯
（１）韓国貿易委員会は，かつて産業資源部
に属していた政府の行政組織であった
（以下では，「貿易委員会」という。）。貿
易委員会は，1986年12月に制定された
「対外貿易法」第38条の規定に基づき，
1987年7月に設立された。貿易委員会は，
その設立時には，単に外国物品の輸入及
び不公正な貿易により国内産業が被る被
害を救済するため，また，救済措置を勧
奨することなどの機能及び産業競争力の
調査を遂行するため，さらに，対外貿易
法に違反する事件を調査・判定するため
の諮問的な役割を有していたに過ぎない。
（２）1989年12月，貿易委員会は，対外貿易
法の改正と共に，その後の組織の改編に
伴い，その職務も産業被害救済の機能と不
公正な貿易行為に対する調査及び是正措置
などの機能を果たす重要な機関となる。産
業 資 源 部 は 改 編 さ れ ， 知 識 経 済 部
（Ministry of Knowledge and Economy)に改
称された。1990年には，貿易委員会の委員
の数も委員長を含む５名から９名に増員さ
れることとなる。
（３）1993年12月には，反ダンピング体制が
大幅に変更された。同月に関税法と同法施
行令の改正を通じて，ダンピング防止関税
の賦課権者が大統領から財務経済部長官と
なるとともに，調査申請の受理と調査開始
の可否決定の権限を財務部から貿易委員会
に移管した。そして，その調査を開始する
ことにかかる決定も３ヶ月から１ヶ月に短
縮された。さらに，予備調査も導入され，
ダンピング調査の手続全体が最長６ヶ月以
内に完了されることが定められた。貿易委
員会が調査結果を提出した後，反ダンピン
グ税を課する暫定的また最終的な措置は，
１ヶ月以内に決定されなければならないと
されるに至った。
（４）1995年１月のWTOの確立に伴う貿易環
境の急激な変化の下で，国内市場に開放と
自由化が加速した。これを機に，反ダンピ
ング体制も反ダンピング調査を効果的に運
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営するために関税法施行令も再度改正され
た。ダンピング･マージンの調査は，関税
局から貿易委員会に移転された。かくして，
貿易委員会は，財務経済部に，ダンピング
税のレートと課税の期間，国内産業への侵
害の存在の有無について報告書を提出する
と同様に，暫定的また最終的な課税期間を
調査し提案する職責を有することとなる。
かくして，貿易委員会は，名実ともに反ダ
ンピング税，相殺税ならびにセーフ･ガー
ド体制を処理することを目的とする貿易救
済機関となった。この目的でダンピング調
査部が創設された。1999年５月に侵害調査
１部と２部が統合された。
（５）2001年１月には，「不公正貿易行為調査
及び産業被害救済に関する法」（以下では，
「産業被害救済法」または「法」という。
条文だけの記載は全て本法。）が制定され，
貿易委員会がダンピングの調査を実施し，
強制措置を実施する役割は，さらに再強
化された。
貿易委員会の不公正貿易行為に対する活
動の効率性を高め，貿易委員会手続の利用
を奨励するため2008年３月21日付けで産業
被害救済法が改正・公布され，同年９月21
日に施行された。本法は，2010年４月５日，
2013年３月23日にも改正がなされており，
2014年１月21日法律第12290号により一部
改正され，同日施行されている。
２．「不公正貿易行為の禁止」を定める
法と規制対象となる知的財産分野
（１）輸出入の規制する法　税関での取締り
の対象を目的としているとはいえないが，
輸出入の規制については，「対外貿易法」，
「産業被害救済法」がある。これらの法律
は，かつては，産業資源部の所管法令で
あったが，対外貿易法については，現在
は，産業通商資源部長官が所管するその
権限の一部を大統領令の定めるところに
より，所属機関の長，市都知事に委任す
るか，または関係行政機関の長，税関長，
韓国銀行総裁，韓国輸出入銀行長，外換
銀行の長，その他大統領令が定める法人
もしくは団体に委託することができる。
産業被害救済法においては，2010年４月
５日法改正により，大統領令の定めると
ころの，貿易委員会が本法の下で付与さ
れる権限の一部は，特別市長，広域市長，
道知事，特別自治道知事に委任され，ま
た，税関署長もしくは他の関係する行政
機関の長に委託されうることとなった
（第39条の２第１項）。
（２）「産業被害救済法」・「対外貿易法」に
よる不公正貿易行為の禁止の内容
「産業被害救済法」第４条は，「不公正
な貿易行為の禁止」という見出しの下で，
知的財産権侵害物品等の輸出入を禁止して
いるが，そこで，「不公正貿易行為」の対
象となる「知的財産権侵害物品等」とは，
大韓民国の法律および下位の諸規則もしく
は大韓民国により関係する当事国と締結さ
れた協定により保護された特許権，実用新
案権，意匠権，商標権，著作権，著作隣接
権，プログラム著作権，半導体集積回路配
置および意匠，地理的表示もしくは企業秘
密を侵害する物品である。
そして，禁止される行為は，多様であり，
第１に，（a）海外から韓国に知的財産権侵
害物品等を供給し，または，知的財産権侵
害物品等を輸入し，もしくは，そのように
輸入された商品を国内で販売すること，
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（b）知的財産権侵害物品等を輸出し，も
しくは，そのような商品を輸出する目的で
国内において製造することである（第４条
第１項１号）。
第２に，（a）原産地表示が虚偽に表示さ
れ，または，誤解を招く物品等，（b）原
産地表示が損なわれ，または，粉飾された
物品等，（c）原産地の表示に服するが，そ
の原産地が表示されていない物品を輸出
し，または，輸入する行為である（第４条
第１項２号）。
第３に，品質が虚偽であり，または，誇
張して記載された物品を輸出し，または，
輸入する行為である（第４条第１項３号）。
第４に，輸出または輸入契約の履行に関
して，その契約の詳細，また，契約から生
ずる紛争から顕著に異なる物品等の輸出ま
たは輸入を含む，韓国の信頼性を損なうこ
ととなる関連する地域からの輸入または輸
出を混乱させる行為（第４条第１項４号）。
３．貿易委員会による知的財産権侵害
物品等に対する規制の根拠
貿易委員会は，産業被害救済法に基づき，
特許，商標及び著作権といった知的財産権侵
害物品をはじめとした韓国での不公正貿易行
為に関する調査及び措置を行なう権限を有し
ている。
産業被害救済法は，不公正な貿易行為と輸
入の増加などによる国内産業の被害を調査・
救済する手続を定めることにより，公正な貿
易の秩序の確立と国内産業の保護を図り，世
界貿易機構設立のためのマラケシュ協定など
の貿易に関する国際協定の履行のために必要
な事項を規定することを目的としている（第
１条）。
不公正な貿易行為の規制についての法的根
拠は，同法第４条であるが，その内容は，対
外貿易法の第39条とほぼ同一の内容となって
いる。税関における水際規制の根拠となるの
は，関税法第235条※，対外貿易法第39条，
産業被害救済法第４条である。特に注意すべ
きことは，後者の二つの法律であり，これら
の法により，輸出入段階の税関での水際規制
のほかに，国内における製造・販売について
も法的規制ができるということである。
※第235条〈2010年12月30日法律第10424号〉
（知的財産権の保護対象を拡大する）：
１）「大韓民国とヨーロッパ連合及びそ
の加盟国の間の自由貿易協定」を履行
するため，輸出入物品が通関するとき
に保護される知的財産権の範囲を拡大
する必要がある。
２）商標権，著作権及び著作隣接権以外
に，品種保護権，地理的表示権，特許
権及びデザイン権を知的財産の保護対
象に追加する。
３）これに伴い，国内企業の知的財産権
の保護を強化することができ，知的財
産権を侵害する物品の搬入を予め遮断
することができ，国家の信任度の向上
に寄与するものと期待される。
４．貿易委員会の組織と構成
（１）貿易委員会の設立
産業資源部は，日本の経済産業省に相当
する政府の行政機関であり，貿易委員会は
韓国の特許庁と同じく同部に属している。
貿易委員会は，外国物品の輸入及び不公正
な貿易により国内産業の被る被害を救済す
るための調査・判定及び救済措置の勧奨な
どの機能及び産業競争力の調査を遂行する
韓国貿易委員会　　75
ために，1986年12月に制定された対外貿易
法第38条の規定に基づき，1987年７月に設
立された。貿易委員会は，日本の経済産業
省に相当する政府の行政機関であり，産業
資源部に属していた。しかし，その後，
2008年２月29日の政府組織法による省庁の
改編により，「知識経済部」に，また，
2013年３月23日の政府組織法の改正によ
り，知識経済部から「産業通商資源部」に
置かれることになる。
（２）貿易委員会の構成
貿易委員会の構成は，委員長１人を含む
９人以内の委員からなる（産業被害救済法
第29条第１項）。常勤の委員の数は，大統領
令により定められる（第30条第２項）。委員
長と委員は，①産業振興，企業管理，会計，
関税もしくは知的財産の分野に少なくとも
10年間従事した者，②高等教育法（Higher
Education Act）第２条の定める学校で，法
律学，経済学，経営学又は公行政に優れ，
また，同上の定める大学又は認定された研
究所の准教授以上の者またはそれと同等の
地位を有する職員として，少なくとも10年
間の経験を有する者，③裁判官，検察官又
は弁護士で，少なくとも10年間の経験を有
する者，④産業政策，通商の振興に関連す
る上級文民業務に属する公官吏として勤め
た者の中から，知識経済部長官の推薦に基
づき，大統領により任命される（第29条第
３項）。委員長と委員の任期は，３年であ
り，再任されうる（第29条第４項）。
委員長は，委員会を代表する。委員長に
身体的または精神的な障害などの回避でき
ない理由でその任務を遂行できないときに
は，任命において先行する常勤の委員が委
員長のために行為する（第30条）。委員は，
懲役のない禁固刑または重い処罰を宣告さ
れたとき，また，産業通商資源部長官が，
委員は長期間の身体的または精神的な無能
力の理由でその職責を遂行できないと宣言
したときに該当する場合を除き，失職また
は解職されない（第31条）。全委員の過半
数の出席は，委員会の会合における定足数
を構成する，また，その採決は，出席した
委員の過半数の賛成投票によりなされる
（第32条）。
（３）委員の除斥，忌避もしくは回避
委員は，①委員がその配偶者または前配
偶者が利害関係当事者，共同債権者，もし
くは，共同債務者であるとき，②委員が当
事者の親戚であり，または，その者の系列
会社が弁護士または業務の助言者として行
為するとき，③委員またはその系列会社が
証言をなし，または，鑑定をなすとき，④
委員または系列会社が弁護士として従事し
たとき，または，従事しているときには，
手続または採決をなす手続に参加すること
ができない。
貿易委員会による調査の下にある事件の
当事者が，委員の側に審議と判定において
公平性を期待できない状況下にあるときに
は，その当事者は貿易委員会に忌避の申立
をなすことができる，また，委員会が忌避
の申立が適切であると思料するときには，
忌避の決定をしなければならない（第34条
２項）。
委員が第34条第１項の各号に言及した事
由または第２項の事由に該当するときに
は，自らその事件の審議または決議を回避
することができる（第34条３項）。
（４）貿易委員会の手続の利用
貿易委員会の審議と判定は公衆に開かれ
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ている。ただし，利害関係人の貿易上の秘
密の保護や公の利益のために必要であると
きには，適用されない。委員会の進行をす
るための採決は，公衆に利用されてはなら
ない（第33条）。
（５）組織と運用の諸規定
本法により定められた事項を除き，委員
会の組織と運営に必要な他の事項は，大統
領令により定められる（第35条）。
（６）貿易委員会の業務を推進するために，
事務局組織として貿易調査室を置き，貿
易調査室は，調査統括課，産業被害調査
課，価格調査課及び輸出入調査課の四つ
の課から構成されている。
５．貿易委員会の職務と管轄
貿易委員会の管轄下にある義務は，次の
とおり多岐に及び多様である。
すなわち，①不公正貿易行為を調査しまた
判定し，そして，暫定措置を決定すること，
②不公正貿易行為をなした者に対して是正措
置を講じ，また，課徴金を賦課すること，③
輸入における増加を原因とする国内産業への
被害の調査を行い，また，その認定をするこ
と，④保護措置と暫定的保護措置，業務保護
措置，特定保護措置と暫定的特定保護措置，
自由貿易協定保護措置と暫定的自由貿易協定
保護措置のために，推奨，中間審査もしくは
延長の検討をなすこと，⑤貿易被害を調査し
認定し，また，貿易被害のための援助措置を
推奨すること，⑥国内産業の自由競争に対す
る影響などを調査すること，⑦貿易相手国に
よる貿易規範の違反を原因とする国内産業の
被害を調査すること，⑧産業への被害の調査
を開始するか否かを決定すること，ダンピン
グの申立てを調査すること，ダンピングによ
り引き起された産業への被害を調査し決定す
ること，ならびに，関税法第51条ないし第56
条の下で反ダンピング義務の賦課に関して，
反ダンピング措置の推奨と判定をなすこと，
⑨産業への被害の調査を開始するか否かを決
定し，補助金などの支払いを調査し，補助金
などにより引き起こされた産業への被害を調
査しまた判定すること，ならびに，関税法第
57条ないし第62条の下で対抗措置義務の賦課
に関して，反ダンピング措置の推奨と判定を
なすこと，⑩会社が，自由貿易協定に続く貿
易調整援助法の第６条第２項の下で，貿易調
整援助に服するか否かを審議すること，⑪貿
易に関する規則，組織ならびに紛争事例を調
査し，研究すること，⑫他の法および下位規
定により貿易委員会に権限を付与された業務
を行うこと，⑬公正な貿易の促進などの，貿
易委員会により認められた措置を調査し，ま
た，推奨すること，である（第28条）。
６．規制内容と手続
貿易委員会における知的財産権侵害物品
等に対する規制としては，是正措置命令と
課徴金制度がある。
その具体的な手続の流れは，①調査申請
⇒　②調査開始決定　⇒　③不公正貿易行
為の調査　⇒　④暫定措置　⇒　⑤審議・
判定　⇒　⑥是正措置命令　⇒　⑦課徴金
の賦課と徴収　⇒　⑧異議申立て，である。
その流れについて，略述すると以下のよう
である（図１　参照）。
①調査申請
何人も不公正な貿易行為の事実がある
と認められる場合には，これを調査する
ことを貿易委員会に書面で申請すること
ができる（産業被害救済法第５条）。そ
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の申請書には，申請人の姓名・住所及び
事業内容，被申請人の姓名・住所，被申
請人の違反内容を書き，その違反内容を
証明する資料を添付して貿易委員会に提
出しなければならない（施行令第３条）。
その申請は，違反行為があった日から１
年以内に行わなければならない（第５条
第２項）。
②調査開始決定
調査申請があった場合に，貿易委員会
は，20日以内に調査開始の可否を決定し
なければならず（第５条第３項），調査
開始の決定がなされた場合には，直ちに
当事者及び利害関係人にその旨を通知を
しなければならない（施行令第３条第２
項）。
③不公正貿易行為の調査
貿易委員会は，不公正な貿易行為の疑
いがあり，これを調査する必要がある場
合には職権で調査することができる（第
６条）。調査の方法は，書面調査を原則
としているが，必要な場合には現地調査
を行うことができる。現地調査をしよう
とする場合，調査を受ける者に調査の日
時，方法などを事前に通知しなければな
らないが，事前に通知することにより調
査の目的を達成できない場合には，この
限りでない（施行令第３条第２項）。
④暫定措置
貿易委員会に調査を申請した者または
貿易委員会が職権で調査中の不公正な貿
易行為により回復しがたい被害を蒙り，
もしくは，蒙ることに懸念を有する者は，
貿易委員会に対して不公正な貿易行為か
らの被害を防止するための差止めその他
被害を予防できるような暫定措置を求め
ることができる（第７条）。貿易委員会
は，暫定措置の申請がある場合には，迅
速に調査を完了し暫定措置の施行可否を
決定すべきであり，暫定措置の施行を決
定した場合には，直ちに当該行為者に不
公正な貿易行為の差し止めを命ずるか，
または，その他必要な措置を取らなけれ
ばならない（第７条第２項）。なお，暫
定措置を申請した者は，貿易委員会に保
証金を提供しなければならない（第８条
第１項）。貿易委員会は，暫定措置の申
請を受理しないこと及び調査・判定の手
続を終了した場合には，保証金を返還し
なければならない（第８条第３項）。
⑤審議・判定
貿易委員会は，不公正な貿易行為につ
いて調査を迅速に完了し判定を行わなけ
ればならず，第５条３項の下で調査開始
の決定をした場合には，その決定日から
６ヶ月以内に調査を終了し，調査につい
て判定をしなければならない（第９条）。
⑥是正措置命令
貿易委員会は，第４条に定める不公正
な貿易行為があると判定した場合は，産
業通商資源部長官から意見を求めた上
で，当該行為者に対して当該物品などの
輸出・輸入・販売・製造行為の中止，当
該物品などの搬入の排除及び廃棄処分，
訂正広告，違法により貿易委員会から是
正命令を受けた事実の公表，その他是正
のために必要な措置を命ずることができ
る（第10条）。
⑦課徴金の賦課と徴収
貿易委員会は，違反行為があるものと
判定した場合は，当該行為者に対して大
統領令が定める取引の金額の100分の30
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を掛けた金額を超過しない範囲内で課徴
金を賦課することができる。ただし，取
引の金額がない場合または取引の金額の
算定が困難である場合には，５億ウォン
を超えない範囲内において課徴金を賦課
することができる（第11条１項）。貿易
委員会は，知的財産権侵害物品等の輸出
入行為についての是正措置命令及び課徴
金賦課の権限を税関長にも委任してい
る。ただし，貿易委員会から勧奨を受け
て是正措置を命令しまたは課徴金を賦課
する場合は，この限りでない。
⑧異議申立て
貿易委員会の是正措置命令または課徴
金の賦課処分について不服がある場合に
は，その処分の通知を受けた日から30日
以内に貿易委員会に異議申立てをするこ
とができる（第14条）。貿易委員会は，
異議申立てについて60日以内に決定をし
なければならない（第14条第２項）。
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終わりに
貿易委員会の果たす役割や職責は，多様
かつ重要である。その詳細は，「不公正貿易
行為調査及び産業被害救済に関する法律」
に規定されているので，著者による同法の
翻訳を参照されたい。
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